
これまでの愛媛県長期総合計画について 
 
１ 計画のあり方等について 
（1）策定の経緯  
  昭和37年12月の第一次計画以来、時代の要請や県政課題を見据えた施策を総合
的かつ計画的に推進するための総合計画として、ほぼ１０年ごとに策定。 

  平成12年3月に策定された現行計画は第五次計画。 
 
（2）計画の位置づけ 
  県行政の各分野における施策の整合性を図りながら効果的、効率的な施策展開を
行うための基本的かつ総合的な県政運営指針に位置づけ。 
 
（3）策定手法 

  各界各層の代表者などで構成する策定会議において検討するほか、県民の幅広い
意見を把握するなど、民意の反映に努めながら策定。 
 
２ 現行計画（第五次長期計画）について 
（1）計画のポイント  
 ○２０１０年を目標とする総合的なビジョンを着実に推進するために、計画期間を
前期・後期（５年ごと）に分け、実施計画（アクションプラン）を策定。 

 ○実施計画については、少子高齢化や市町村合併の進展など社会情勢の変化等を踏
まえて、政策・施策体系を見直し（新設・統合等）。 
 ○期間の後半（Ｈ１８～）は、事業の「選択と集中」を徹底するため、優先的・重
点的に取り組む施策として、全８１施策のうち３３の優先施策を新たに設定。 
 ○県民への説明責任を果たすため、毎年度、重点的に取り組む事業を「重点プログ
ラム」として公表。 

 ○実施計画に掲げた各政策の評価指標として、誇れる愛媛評価指標（目標数値）を
設定し、達成状況を検証。 
 
（2）計画の検証  
①実績 

基本政策 主な取組み 

躍動えひめ ・武道館、・県民オペラの上演、・愛媛ＦＣ/ＭＰへの支援 等 

共生えひめ ・愛と心のネットワークづくり、・結婚支援センター 等 
快適えひめ ・バイオマス燃料の普及、・森林そ生の推進 等 

活力えひめ ・町並み博2004、しまなみ海道‘99の開催、・愛媛ブランド 等 

交流えひめ ・四国８の字ネットワークの推進、上島架橋 等 

資料⑧ 



②課題 
○世界規模で激しく変化する経済情勢や急激な財政状況の悪化など、状況変化に迅
速かつ的確に対応するための柔軟性が不足。 
○計画期間（５年）と知事任期（４年）が一致していないため、計画内容と知事公
約が乖離。 
○ＰＤＣＡサイクルの構築に向け評価指標等を設定したが、指標の集計・公表自体

が目的化した感があり、評価を踏まえた新たな政策立案や事業の重点化、予算化
など計画に基づき政策を推進する機能が脆弱。 
 
３ 計画策定を取り巻く環境変化について  
（1）国土計画の変遷（全国総合開発計画から国土形成計画へ） 
  戦後の復興から国土の均衡ある発展によるさらなる発展に向けて、昭和37 年 10
月に初めて「全国的」「総合的」な国土の開発計画として第一次全国総合開発計画

が策定されたことに呼応して、各都道府県において、いわばその地域版の開発計画
として長期計画が策定。 
  戦後半世紀を経て、国土計画は、それまでの量的拡大を図る「開発基調」の計画
から「質的向上」を図る計画へと大胆な改革が行われ、平成 20 年 7 月に国土形成
計画を策定。 
 
（2）社会情勢の急激な変化 

  グローバル化の進展や本格的な人口減少社会の到来、財政状況の悪化、さらには、
分権型システムの構築に向けた動きの加速など、社会情勢は急速かつ大きく変化し
ており、時代の転換期に直面。 
  これまでの右肩上がりを前提とした制度や仕組みを根本的に見直すことが不可欠 
 



名称 愛媛県長期経済計画 愛媛県長期計画 愛媛県長期総合計画 愛媛県長期計画 第五次愛媛県長期計画

策定年月 昭和37年12月 昭和45年10月 昭和53年3月 昭和63年3月 平成12年3月

策定期間 不明 1年7ヶ月(S44.4～S45.10) 2年間(S51.4～S53.3) 3年11ヶ月(S59.5～S63.3) 2年8ヶ月(H9.8～H12.3)

基準年次 昭和35年 昭和40年 昭和50年 昭和60年 －

目標年次 昭和45年 昭和60年 昭和60年 平成12年 平成22年

1.高度成長経済への移行 1.高度成長経済 1.高度成長経済への移行1.生活重視への転換 1.少子・高齢化、

2.所得倍増計画、全総の 2.新全総、新経済社会 2.三全総の策定 2.高度情報化、先端技術化 人口減少社会

背景 策定 発展計画の策定3.人口の地方定住化、 　、国際化、高齢化、高速化2.瀬戸内三橋時代

3.県民所得・生活水準の 3.経済社会活動の高速 高齢化 の進展3.高度情報化の進展
低位   化・大型化・情報化、 4.価値観の高次化 3.文化への県民ニーズの 4.地球規模の環境問題

価値観の変化 拡大5.価値観の多様化

4.県内地域間格差の拡大 4.西瀬戸内広域経済圏 4.西瀬戸経済圏の形成
の形成 5.四全総の策定

1.県民所得・生活水準の 「豊かで住みよい愛媛県」文化社会 「潤いと活力のある 「共に創ろう誇れる愛媛」

全国水準との格差是正 の実現（物と心の調和のとれた 愛媛づくり」   1.躍動えひめ

基本目標 2.県内地域間格差の是正 1.高所得、高福祉の確保 より豊かな社会）   2.共生えひめ

2.豊かな環境の創造 の実現   3.快適えひめ

3.新しい県民文化の確立   4.活力えひめ

  5.交流えひめ

1.産業構造の高度化 1.新ネットワークの形成に1.安定した生活と 「生活を守るために」 「新しい風おこしﾌ゚ﾛｸ゙ﾗﾑ」
よる広域的開発の推進 居住環境の確保　1.幸せで明るい 　1.県民の総合力

2.社会資本の充実 2.新しい経済開発の推進2.活力ある産業と 長寿社会づくり　2.環境と自然
地域経済の確立　2.住みよい生活環境づくり 　3.個性と創造力

計画課題・ 3.教育及び訓練の充実 3.豊かな県民生活の実現3.豊かな郷土への基盤 「生活を豊かにするために」 　4.交流
整備と県土の総合利用　3.新技術がささえる産業 　5.高度情報化

4.地域格差の是正と 4.人間能力の開発と 4.新しい文化と づくり が生きる社会づくり

施策の体系 社会福祉 文化の向上 コミュニティの形成　4.均衡ある基盤づくり

5.地域経済の一体的発展 　5.清新でたくましい若者
づくり

「生活を高めるために」

　6.新しい生活文化づくり

「生活を拓くために」

　7.西瀬戸経済圏の整備

1.東予地域 1.新居浜・西条広域生活圏 1.宇摩地方生活経済圏 1.宇摩地方生活文化経済圏 1.宇摩圏域

2.中予地域 2.今治広域生活圏 2.新居浜・西条地方生活 2.新居浜・西条地方生活文化 2.新居浜・西条圏域

3.南予地域 3.松山広域生活圏 経済圏 経済圏3.今治圏域

地域区分 4.島しょ地域 4.八幡浜・大洲広域生活圏 3.今治地方生活経済圏 3.今治地方生活文化経済圏 4.松山圏域

5.宇和島広域生活圏 4.松山地方生活経済圏 4.松山地方生活文化経済圏 5.八幡浜・大洲圏域

5.八幡浜・大洲地方生活 5.八幡浜・大洲地方生活文化 6.宇和島圏域
経済圏 経済圏

6.宇和島地方生活経済圏 6.宇和島地方生活文化経済圏

主要指標 S35 S45 倍率 S40 S60 倍率 S50 S60 倍率 S60 H12 倍率 H7 H22 倍率
人口 (千人)

1,501 1,644 1.10 1,446 1,471 1.02 1,465 1,570 1.07 1,530 1,591 1.04 1,507 1,430 0.95
就業者
　　　　　(千人) 655 732 1.12 664 660 0.99 686 739 1.08 720 767 1.07 737 760 1.03
県内総生産
　　　　　　(億円) 1,655 3,381 2.04 3,297 14,430 4.38 15,712 31,050 1.98 31,385 61,000 1.94 47,854 62,000 1.30
県民所得
　　　　　　(億円) 1,518 3,212 2.12 3,050 13,280 4.35 14,676 29,870 2.04 26,443 51,510 1.95 37,986 52,000 1.37
1人当県民所得
　　　　　　(千円) 69 136 1.97 211 903 4.28 1,002 1,900 1.90 1,728 3,238 1.87 2,521 3,600 1.43
農業粗生産額
　　　　　　(億円) 362 545 1.51 632 1,180 1.87 1,569 2,500 1.59 1,980 2,110 1.07 1,765 1,400 0.79
工業出荷額
　　　　　　(億円) 1,959 7,292 3.72 3,697 23,340 6.31 17,035 35,000 2.05 31,759 66,710 2.10 35,807 43,300 1.21

策定会議 － 産業経済会議（6回） 長期総合計画審議会（4回） 新長期総合計画策定会議（4回）新長期計画策定会議（3回）

（開催回数） 　　　〃　　専門委員会（5回） 　　　　　〃　　　　専門部会（5回）　　　　〃　　　専門部会（8回）

（参考）
全国総合開発計画 新全国総合開発計画 第三次全国総合開発計画 第四次全国総合開発計画 第五次全国総合開発計画

21世紀の国土のｸ゙ﾗﾝﾄ゙ﾃ゙ｻ゙ｲﾝ
策定年月 昭和37年10月（池田内閣）昭和44年5月（佐藤内閣） 昭和52年11月（福田内閣） 昭和62年6月（中曽根内閣） 平成10年3月（橋本内閣）

基準年次
昭和35年 昭和40年 昭和50年 昭和60年 -

目標年次
昭和45年 昭和60年 昭和65年 平成12年 平成22年から27年

基本目標 地域間の均衡ある発展 豊かな環境の創造 人間居住の総合的環境 多極分散型国土の形成 多軸型国土構造形成の
の整備 基礎づくり

開発方向
拠点開発構想 大規模プロジェクト構想 定住構想 交流ネットワーク構想 参加と連携

これまでの愛媛県長期総合計画策定状況一覧



　

第 五 次 愛 媛 県 長 期 計 画 の 体 系
（ 副 題 ： 新 し い 愛 媛 づ く り 指 針 ）

　分野別基本計画

　地域別基本計画

　重点構想　「新しい風（ＮＥＷ　ＷＩＮＤ）おこしプログラム」

基本理念 共に創ろう　誇れる愛媛

≪県際交流圏≫≪広域交流圏≫≪生活経済圏≫

１．県民が主役の開かれた県政の推進　　　４．地方分権時代にふさわしい行政体制の整備
２．県民が積極的に参加する県政の推進　　５．県土基盤投資の計画的推進
３．県民のための効率的な県政の推進　　　６．計画の進行管理と適正評価

【躍動えひめ】
　人や文化が明るく伸び伸びと躍動
する愛媛にしたい

（１）未来を拓く青少年の育成
（２）心豊かな生涯学習社会の形成
（３）スポーツ立県の実現
（４）個性豊かな文化の創造

【共生えひめ】
　共に助け合い健やかな人生がおくれる
愛媛にしたい

（１）一人ひとりを認め合う平等と参加
　　　の地域社会づくり
（２）生涯を通じた健康づくりの推進
（３）質の高い医療供給体制の整備
（４）共に助け合い共に生きる福祉社会
　　　の形成

【活力えひめ】
　創造性豊かで競争力の高い活力ある産業が育つ愛媛にしたい

（１）未来型知識産業の創造
（２）農業の振興
（３）林業の振興
（４）水産業の振興
（５）中小企業の振興
（６）国際化に対応した産業環境の創造
（７）商業・観光産業の振興
（８）雇用対策の推進と職業生活の充実

【交流えひめ】
　人と人、地域と地域が力強く結ばれる愛媛にしたい

（１）瀬戸内三橋時代における広域交流・連携の推進
（２）高度情報通信社会の創造
（３）中核都市圏の機能強化と多自然居住地域の創造
（４）魅力あるまちづくりの推進
（５）効率的な県土利用と水資源の安定的な確保
（６）地球交流時代における国際交流・協力の推進

【快適えひめ】
　さわやかな環境と安心で快適な生活を楽
しめる愛媛にしたい

（１）環境保全活動に参加する社会の実現
（２）環境への負荷が少ない循環社会シス
　　　テムの構築
（３）自然と人間との共生
（４）安全で快適な生活環境の整備
（５）災害に強い県土づくり

○宇摩圏域
○新居浜・西条圏域
○今治圏域
○松山圏域
○八幡浜・大洲圏域
○宇和島圏域

○瀬戸内ハートランドシティ広域交流圏

○南予ライフランド広域交流圏

○四国交流エリア広域交流圏

○四国中央県際交流圏
○四国やまなみ県際交流圏
○四国西南県際交流圏
○瀬戸内しまなみ県際交流圏
○豊予海峡県際交流圏

県民の県民による県民のための県政の推進

自主・自立・参加の時代

少 子 ・ 高 齢 の 時 代 瀬 戸 内 三 橋 の 時 代

高 度 情 報 化 の 時 代

環 境 と 共 生 の 時 代

安心とゆとりの時代 一人当たり県民所得　 360万円程度（年平均成長率2.5％）

総人口　　　　　　　143万人程度

県際交流人口　　　2,100万人程度（1995年度の1.8倍）

県内総生産　　　6兆2,000億円程度（年平均成長率
1.6％）

＜重点課題Ⅰ＞
県民の総合力が生きる
社会づくり

Ｎ
「人間共生の風」
プログラム

＜重点課題Ⅱ＞
環境と自然が生きる
社会づくり

Ｅ
「エコロジカルな風」
プログラム

＜重点課題Ⅳ＞
交流が生きる
社会づくり

Ｎ
「にぎわいの風」
プログラム

＜重点課題Ⅴ＞
高度情報化が生きる
社会づくり

Ｄ
「電網の風」
プログラム

＜重点課題Ⅲ＞
個性と創造力が生きる
社会づくり

ＷＷ　Ｉ
「若さ湧き立つ風」
「イノベーションの風」
プログラム

潮流 2010年の
見通し

個性と創造力の時代

地 球 交 流 の 時 代



第五次愛媛県長期計画　後期実施計画（概要）

≪時代の潮流≫ ≪本県の財政状況≫
１．少子高齢化と人口減少 ○県税収入の伸び悩み、地方交付税等の大幅削減、公債費や社会保障関係費

２．安全・安心への関心の高まり 　等の増大による財政状況の悪化

３．転換を迫られる産業構造

４．環境の世紀 ○平成18年度～21年度（４年間）の財源不足額　　約１,６００億円

５．教育・文化による人づくり （Ｈ17.10　愛媛県中期財政見通し）

６．県勢の発展を支える交通・情報基盤の整備

７．地方分権と構造改革の推進 ○財政構造改革基本方針に基づく徹底した歳出削減、歳入確保

≪県民・市町ニーズ≫
県民・市町職員アンケート調査の結果 ○施策実施の緊急性、対象範囲、波及効果等の評価

【重点目標１】愛媛の現在と未来を担う人材の育成<５> 【重点目標３】安全・安心で快適な暮らしの実現<10>
○ゆとりある教育環境の整備 ○危機管理体制の充実・強化
○教職員の資質向上 ○県土の保全
○社会全体で取り組む青少年の健全育成 ○災害に強いまちづくり
○競技スポーツの振興 ○災害復旧への迅速な対応
○文化をはぐくむ環境・機会づくり ○食の安全・安心対策の推進

○犯罪に強い安全な社会の実現
【重点目標２】助け合い支え合う地域社会の構築<６> ○循環型社会システムの構築
○県民の県民による地域社会づくり ○生活環境の保全
○男女共同参画社会の実現 ○水資源の確保と節水型社会づくり

○高齢者にやさしい福祉社会づくり ○森林の整備・保全
○子どもの健全育成と子育て支援の充実
○地域医療体制の充実 【重点目標４】再生と創出によるたくましい産業の育成<10>
○救急医療体制等の整備 ○新産業や新規ビジネスの創出

○企業立地の促進
○県内産業の高付加価値化・高度化の促進
○観光・物産の振興
○農業の担い手の確保・育成と経営支援体制の強化
○林業就業者の確保・育成と経営体・事業体の育成

【重点目標５】暮らしと産業を支える基盤の整備<３> ○漁業就業者の確保・育成と経営支援体制の強化
○広域・高速交通ネットワークの整備促進 ○新たな愛媛ブランドの確立と流通戦略の推進
○多様な分野における高度情報化の推進 ○森林の整備・保全（再掲）
○県内地域間を結ぶ交通体系の整備・充実 ○地域の実情を踏まえた雇用対策の推進

★『優先施策』を推進するための主要事業を掲載

◎対　象：新規事業や政策的要素の高い予算事業及びゼロ予算事業
◎掲載数：２２年度　２８０事業
◎掲載内容：事業名、事業概要、所管課、予算額などを簡潔に記載

◎対　象：上記掲載事業の内、「新規事業」「予算額の大きい事業」「県民
　　　　　等との協働事業」など、県民に詳しく紹介する必要のある事業
◎掲載数：２２年度　４７事業
◎掲載内容：事業名、所管課、事業概要(図表等を用いて分かり易く説明）、
　　　　　　成果指標、県民等との協働・連携事項　等

分野別基本計画（８１施策）

《施策の緊急性、有効性等》

【計画期間】　平成１８年度～平成２２年度〔５カ年間〕

交
流

中
期
ビ
ジ
ョ
ン
（
5
カ
年
計
画
）

重
点
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
毎
年
度
作
成
）

【優先施策以外の施策（４８施策）】

躍
動

共
生

快
適

活
力

　
　
　
選
択
と
集
中

「優先施策」（３３施策）〔＝ 計画期間中に優先的・重点的に取り組む施策〕の選定

基本理念　「共に創ろう　誇れる愛媛」

推進姿勢　「県民の県民による県民のための県政の推進」
●県民が主役の開かれた県政の推進 ●県民が積極的に参加する県政の推進 ●県民のための効率的な県政の推進 ●地方分権時代にふさわしい行政体制の整備

元気な「人」づくり 元気な「暮らし」づくり

元気の「基盤」づくり

【『優先施策』一覧】

【５つの『重点目標』毎に一覧表で紹介する事業】

【重点事業】

毎年度の予算編成を通じ、各
施策を具体化

限られた行財政資源を効率・効果的に活用することに
より、厳しい財政状況にあっても適切に推進。



〇前期実施計画に係る成果指標の達成状況　
分野

区分
18指標 16指標 19指標 9指標 13指標 75指標
41.9% 51.6% 42.2% 20.9% 61.9% 41.0%
8指標 5指標 13指標 14指標 5指標 45指標
18.6% 16.1% 28.9% 32.6% 23.8% 24.6%
12指標 3指標 7指標 7指標 2指標 31指標
27.9% 9.7% 15.6% 16.3% 9.5% 16.9%
5指標 7指標 6指標 13指標 1指標 32指標
11.6% 22.6% 13.3% 30.2% 4.8% 17.5%

小　　計 43指標 31指標 45指標 43指標 21指標 183指標
未判明等 1指標 5指標 4指標 2指標 3指標 15指標
合　　計 44指標 36指標 49指標 45指標 24指標 198指標

〇後期実施計画（Ｈ２１実績）に係る成果指標の達成状況　〔（　）は優先施策の指標〕
重点目標
区分

11指標 9指標 12指標 7指標 5指標 44指標
（５指標） （８指標） （５指標） （３指標） （１指標） （２２指標）

78.6% 60.0% 48.0% 28.0% 45.5% 48.9%
(71.4%) (66.7%) (38.5%) (21.4%) (20.0%) (43.1%)
1指標 5指標 8指標 6指標 3指標 23指標
（１指標） （４指標） （６指標） （４指標） （２指標） （１７指標）

7.1% 33.3% 32.0% 24.0% 27.3% 25.6%
(14.3%) (33.3%) (46.1%) (28.6%) (40.0%) (33.3%)

2指標 3指標 7指標 1指標 13指標
（１指標） （１指標） （３指標） （１指標） （６指標）

14.3% 12.0% 28.0% 9.1% 14.4%
(14.3%) (7.7%) (21.4%) (20.0%) (11.8%)

1指標 2指標 5指標 2指標 10指標
（１指標） （４指標） （１指標） （６指標）

6.7% 8.0% 20.0% 18.2% 11.1%
(7.7%) (28.6%) (20.0%) (11.8%)

14指標 15指標 25指標 25指標 11指標 90指標
（７指標） （１２指標） （１３指標） （１４指標） （５指標） （５１指標）

1指標 1指標 1指標 3指標
（１指標） （１指標） （１指標） （３指標）

15指標 15指標 25指標 26指標 12指標 93指標
（８指標） （１２指標） （１３指標） （１５指標） （６指標） （５４指標）

〔達成状況の区分〕

区分

順　　調

概ね順調

伸び悩み

悪　　化

　※平成18年度から平成22年度までの5年間で目標を達成するためには、年率20％の割合で向上
　　する必要があることから、達成状況の区分設定に当たっての基準とした。

伸び悩み

悪　　化

小　　計

説明

未判明等

合　　計

目標値に対して、年率20％以上の割合で向上している指標

目標値に対して、年率10％以上20％未満の割合で向上している指標

目標値に対して、年率10％の向上に満たない指標

最新値が、基準値を下回っている指標

愛媛の現在と未来
を担う人材の育成

助け合い支え合う
地域社会の構築

順　　調

概ね順調

活　　力

暮らしと産業を支
える基盤の整備 合計安全・安心で快適

な暮らしの実現

再生と創出による
たくましい産業の
育成

第五次愛媛県長期計画に係る成果指標の達成状況

伸び悩み

悪　　化

交　　流 合計

順　　調

概ね順調

躍　　動 共　　生 快　　適



成果指標 指標の
方向性

16 小学校： 73.7％ 21 80％ 小学校： 80％ ↑ 120.0% ○

16 中学校： 56.2％ 21 66％ 中学校： 70％ ↑ 85.2% △

県立学校施設の耐震化率 17 35.4％ 21 47.6％ － ↑ －

2
豊かな人間性をはぐくむ
　　　教育の推進 体験活動の参加率（県立高校） 16 137.8％ 21 159.3％ 150.0％ ↑ 211.5% ○

3 障害に配慮した
　　　教育の充実・推進

特別支援学校高等部卒業生のうち
　進学・就職希望者の希望達成度の割合

16 80.4％ 21 95.2％ 90％ ↑ 185.0% ○

4 社会の変化に対応した　　　多様な教育の推進
職場体験学習を複数日実施している
　　中学校の割合 16 52.4％ 21 86.3％ 70％ ↑ 231.1% ○

5
私立学校の振興と
　　　高等教育機関の充実

私立学校就学者比率
　（幼稚園、中学校、高校、中等教育学校）

17 24.4％ 21 24.9％ 25％ ↑ 104.2% ○

優 6 教職員の資質向上 教員1人当たりの研修回数 16 0.99回 21 1.31回 1.10回 ↑ 349.1% ○

優 7 社会全体で取り組む　　　青少年の健全育成
公立小・中・高校における
　　不登校児童生徒数 16 1,483人 21 1,390人 ↓ 23.1% ▲

8
総合的な生涯学習
　　　推進体制の整備

学び舎えひめ悠々 大学
　　奨励賞受賞者数 17 4人 21 211人 110人 ↑ 244.1% ○

9 生涯スポーツの充実 総合型地域スポーツクラブ
　　設立数

17 12団体 21 29団体 70団体 ↑ 36.6% ▲

国民体育大会天皇杯順位　　　　 　 17 35位 21 36位 30位台 ↑ 108.3% ○

全国高校総体（インターハイ）入賞件数 17 16件 21 27件 25件 ↑ 152.8% ○

優 11 文化をはぐくむ　　　環境・機会づくり 県主催事業等への参加者数　　　 16 113万人 21 125万人 118万人 ↑ 288.0% ○

12 伝統文化・文化財の
　　　保存、活用と継承 国・県指定文化財数 16 512件 21 522件 524件 ↑ 100.0% ○

特定非営利活動法人数　　　　　 17 184法人 21 300法人 370法人 ↑ 78.0% △

愛媛ボランティアネット会員登録件数　　 17 1,615件 21 2,740件 3,000件 ↑ 101.5% ○

県審議会等における女性委員の割合　 17 35.1％ 21 41.8％ 40.0％ ↑ 170.9% ○

男女共同参画計画の策定市町の割合　 17 35.0％ 21 80.0％ 100.0％ ↑ 86.5% △

15 人権が尊重される社会づくり 　　　―

優 16 高齢者にやさしい
　　　福祉社会づくり

要介護認定を受けていない者の割合　　 16 81％ 21 80％ 80％ ⇔ 100.0% ○

17 障害者と共に歩む社会づくり 　　　―

多様な保育サービスの実施箇所数　 16 203箇所 ＜111＞ 21 292箇所 ＜152＞ 21 293箇所 ＜178＞ ↑ 98.9% △

放課後児童クラブの設置数　　 16 139クラブ ＜97＞ 21 179クラブ ＜134＞ 21 170クラブ ＜127＞ ↑ 129.0% ○

母子家庭の自立（就業）率 16 84％ 21 89％ 21 ↑ 104.7% ○

19 県民参加による　　　福祉社会づくり 　　　―

20 社会保障の充実 　　　―

21 健康づくり対策の推進 　　　―

22 健康危機管理体制の整備 　　　―

23 地域保健の充実 　　　―

医師数 16 223.9人 20 234.3人 ⇔ 113.6% ○

（人口10万人当たり）　

地元入院依存率　　 14 87.9％ 20 87.8％ ⇔ 116.1% ○

救急救命士養成数 17 207人 21 252人 288人 ↑ 69.4% △

新生児死亡率 16 1.2％ 20 0.6％ ↓ 150.0% ○

26 新たな医療需要への対応 ドナー登録目標達成率 17 62.4％ 21 98％ 100％ ↑ 118.4% ○

医薬分業率 16 36.4％ 20 40.7％ 47％ ↑ 60.8% △

全献血者数のうち若年層（10代～20代）割合 16 35.6％ 21 24.1％ 35.6％ ⇔ -32.3% ×

28 環境保全の仕組みづくり こどもエコクラブ会員数
　　（小・中学生1,000人当たり） 16 10.27人 21 18.91人 19.45人 ↑ 112.9% ○

29 地球環境の保全 地球温暖化防止活動推進員数 17 86人 21 77人 120人 ↑ -33.1% ×

県民一人１日当たりの一般廃棄物排出量 16 1,116ｇ 20 923ｇ 950ｇ ↓ 174.4% ○

一般廃棄物のリサイクル率 16 15.6％ 20 15.5％ 24.0％ ↑ -1.8% ×

31 環境への負荷が少ない　　　エネルギーの利用促進 住宅用太陽光発電システムの設置件数 15 3,365件 20 6,714件 5,720件 ↑ 199.1% ○

32 廃棄物の適正処理の推進 　　　―

33 優れた自然環境の保全 鳥獣保護区の設定面積 16 67,239ha 21 67,239ha 67,239ha ⇔ 100.0% ○

34 環境と調和した　　　農林水産業の展開 　　　―

35 消費生活の安定・向上
県の相談窓口における
　　消費生活相談件数（対前年度増加率） 16 26.2％ 21 -2.7％ 0％ ↓ 102.7% ○

県内の食中毒の患者数（人口10万人当たり） 16 121.8人 21 24.4人 100.0人 ↓ 536.1% ○

家畜の監視伝染病発生件数（H17年度） 17 78件 21 57件 60件 ↓ 145.8% ○

37 生活衛生の向上 狂犬病予防注射実施率 16 60.8％ 21 61％ 75.1％ ↑ 1.7% ▲

子育て世帯における誘導居住面積水準達成率 15 43.0％ 20 44.0％ 50.0％ ↑ 20.0% ▲

新耐震基準の耐震性を有する住宅ストック比率 15 67.0％ 20 71.0％ 27 80.0％ ↑ 73.8% △

39 安全・安心で
　　　快適な交通の確保 年間の交通事故死者数 17 113人 21 81人 88人 ↓ 160.0% ○

刑法犯認知件数（人口千人当たり） 17 14.9件 21 11.5件 13.0件 ↓ 223.7% ○

重要犯罪検挙率　　　　　  17 81.9％ 21 85.0％ 100.0％ ↑ 21.4% ▲

水質、大気及びﾀ゙ｲｵｷｼﾝ類に係る環境基準達成率 16 86.5％ 21 93.0％ 100.0％ ↑ 57.8% △

汚水処理人口普及率 16 59.5％ 21 見込み 68.5％ 72.3％ ↑ 84.4% △

42
原子力発電所の安全
　　　・防災対策の推進 伊方発電所周辺公衆の年間被ばく線量 16 21 現状維持 ↓ 111.8% ○

優 43 危機管理体制の
　　　充実・強化

自主防災組織率　 　　　　　　 17 41.1％ 21 87.0％ 80.0％ ↑ 147.5% ○

14 男女共同参画社会の実現

18
子どもの健全育成と
　　　子育て支援の充実

目標値（H22年度）

1 ゆとりある教育環境の整備
児童生徒の授業の理解度

施策名 現状値 実績値

1,000人以下

10 競技スポーツの振興

13 県民の県民による　　　地域社会づくり

85％以上

24 地域医療体制の充実

全国平均以上を維持

(全国206.3人)

全国平均以上を維持

(全国75.6％)

1.2％以下

30 循環型社会システムの構築

医薬品等の安全確保と
　　　薬物乱用の防止
27

25 救急医療体制等の整備

36 食の安全・安心対策の推進

40 犯罪に強い　　　安全な社会の実現

安全で快適な住まいづくり38

生活環境の保全

0.034μSv

41

0.030μSv

優

優

優

優

優

優

優

優

優

施　策　の　成　果　指　標　一　覧

進捗状況

優

優



成果指標 指標の
方向性目標値（H22年度）施策名 現状値 実績値

施　策　の　成　果　指　標　一　覧

進捗状況

主要河川の整備率 16 59％ 21 60.9％ 62％ ↑ 76.0% △

土砂災害対策重点整備箇所整備率 17 45％ 21 52.9％ 60％ ↑ 65.8% △

ため池改修率 17 55.1％ 21 66.7％ 74.9％ ↑ 73.2% △

45 救出・救護体性の整備 救急救命士養成数 17 207人 21 288人 288人 ↑ 125.0% ○

優 46 災害に強いまちづくり 県管理緊急輸送道路の整備済み区間数の割合 17 49％ 21 59％ 63％ ↑ 89.3% △

優 47 災害復旧への　　　迅速な対応 （指標設定しない） ― ― ―

48
広域的な視野に立った
　　　計画的な土地利用 県土の適正利用率 15 84％ 21 95％ 100％ ↑ 80.2% △

優 49 水資源の確保と
　　　節水型社会づくり

（「えひめの水ビジョン」で設定） 未設定 未設定 未設定

開業率 16 3.3％ 21 3.5％ ↑ 60.0% △

県の施策を活用した開業数 16 18件 21 118件 170件 ↑ 78.9% △

大学等の研究機関や民間企業と
　　県公設試験研究機関における共同研究実施件数 16 10件 21 111件 82件 ↑ 168.3% ○

51 知的創造性の高い
　　　科学技術の開発 　　　―

優 52 企業立地の促進 工場立地件数（人口10万人当たり） 16 0.94件 21 1.07件 1.54件 ↑ 26.0% ▲

優 53 県内産業の高付加価値化　　　・高度化の促進 付加価値額（従業者1人当たり） 16 20 ↑ -226.6% ×

54 県内企業の
　　　経営基盤の強化 　　　―

優 55 農業の担い手の確保・育成と
　　　経営支援体制の強化

認定農業者等　　　　　 16 21 ↑ 58.2% △

56 農地の確保・保全と　　　政策基盤の整備 基盤整備率 16 62.7％ 21 68.9％ 76.8％ ↑ 52.8% △

57 農業新技術の開発・普及
基幹的農業従事者
　　一人当たりの農業産出額

15 20 2,924千円 ↑ -146.2% ×

58 高収益農業の展開と　　　個性化産地の形成 農業産出額 16 20 1,356億円 ↑ -301.8% ×

優 59 新たな愛媛ブランドの確立と　　　流通戦略の推進
「愛」あるブランド産品の
　　年間販売額の向上 20 107％ 21 97％ 21 105％ ↑ 92.4% △

優 60 林業就業者の確保・育成と
　　　経営体・事業体の育成 新規参入者 17 78人 21 131人 67人 ↑ 195.5% ○

優 61 森林の整備・保全 間伐実施面積　　　　　　 17 21 ↑ 102.7% ○

62 森林資源の　　　高度有効利用の促進 県内の素材生産量 16 21 466千m3 ↑ -187.1% ×

優 63 漁業就業者の確保・育成と
　　　経営支援体制の強化 漁業生産額　　　　　　 16 953億円 20 ↑ 19.7% ▲

64 漁業生産基盤の強化 漁業経営体当たり生産量 16 27.7ｔ 20 34.4ｔ 33.5ｔ ↑ 173.3% ○

65 戦略的な漁業の推進 漁業経営体当たり生産額 16 20 2,047万円 ↑ -226.4% ×

66 商業・サービス業の振興 商店街の空き店舗率 17 15.4％ 21 18.4％ 現状程度 ⇔ 119.5% ○

観光客総数　　　　 　　 16 21 ↑ -6.3% ×

観光客消費総額　　　　　 16 21 ↑ 16.3% ▲

68 貿易基盤の整備と　　　国際経済交流の推進 港湾輸出入量（人口1人当たり） 16 7.3ｔ 21 8.1ｔ 7.9ｔ ↑ 160.0% ○

有効求人倍率 17 0.86倍 21 0.54倍 1.00倍 ↑ -285.7% ×

完全失業率 17 4.0％ 21 4.5％ 3.1％ ↓ -69.4% ×

若年者の完全失業率 17 9.4％ － 8.5％ ↓ －

労働争議の調整件数 17 5件 21 11件 2件 ↓ -250.0% ×

育児休業制度の普及率 17 43.1％ 21 55.1％ 100％ ↑ 26.4% ▲

71 産業界が必要とする
　　　人材の育成

技能検定合格者数
　　（15歳以上人口10万人当たり）

16 127.2人 21 145.1人 132.0人 ↑ 447.5% ○

72 瀬戸内及び四国4県の　　　広域交流・連携の促進 　　　―

高規格幹線道路等の供用延長（地域高規格道路を含む） 17 220.8km 21 234.9km 234.9km ↑ 125.0% ○

旅客流動数　　 　 15 20 ⇔ 96.2% △

県ホームページのアクセス件数 17 － 21 ↑ －

庁内LAN上で稼動するシステム 17 21 ↑ 10.4% ▲

75 高度情報化推進体制の整備 ブロードバンドサービスの契約数 17 21 285,139件 ↑ -333.3% ×

76 中核都市圏の機能強化 　　　―

77 多自然居住地域の創造 道路改良率 16 79.9％ 21 97.3％ 100％ ↑ 103.9% ○

圏域内30ｱｸｾｽﾌ゚ﾗﾝ達成率　 15 93.0％ 20 96.8％ 100％ ↑ 76.0% △

県内輸送量に占める公共交通機関構成比　　 15 5.9％ 19 5.5％ ⇔ -6.8% ×

79 活力と個性あふれる　　　まちづくりの推進 地域づくり団体数 17 204団体 21 242団体 215団体 ↑ 431.8% ○

80 快適な都市環境の整備 都市公園の利用者数 16 21 1,914千人 ↑ -1897.5% ×

海外渡航者数割合（人口1,000人当たり） 16 64.3人 21 55.1人 71.4人 ↑ -155.5% ×

国際交流関係団体構成員数（国際交流ボランティア数） 17 14,931人 21 15,538人 16,000人 ↑ 71.0% △

※　優：３３の優先施策
※ 18「子どもの健全育成と子育て支援の充実」の成果指標の＜　＞の数値は、中核市である松山市を除いたもの。
※ 進捗状況の凡例
　　○：順調（目標値に対して、年率20％以上の割合で向上している指標）
　　△：概ね順調（目標値に対して、年率10％以上20％未満の割合で向上している指標）
　　▲：伸び悩み（目標値に対して、年率10％の向上に満たない指標）
　　×：悪化（実績値が、現状値を下回っている指標）

44 県土の保全

1,500億円

67 観光・物産の振興
24,994千人 24,730千人 30,000千人

1,009億円 1,035億円 1,200億円

2,600万円

1,025億円

快適な労働環境づくりの推進70

1,082千人 1,041千人

1,564万円

地域の実情を踏まえた
　　　雇用対策の推進

73 広域・高速交通ネットワークの
　　　整備促進

81

78

1,082千人（維持）

多様な分野における
　　　高度情報化の推進

24.6万件/月 36万件/月

58システム 59システム 70システム

多様な国際交流
　　　・国際協力の推進

74

69

1,518千人 1,614千人

260,000件

県内地域間を結ぶ
　　　交通体系の整備・充実 5.9％（維持）

189,085件

760千m3463千m3

4,550経営体 5,642経営体

92,045ha

3.7％（H18～22期）

1,301万円 1,011万円 1,493万円

50

6,800経営体

126,946ha 134,545ha

5,714千円

2,000億円

新産業や新規ビジネスの創出

2,919千円

1,336億円

優

優

優

優

優

優

優



「全国総合開発計画、国土形成計画」の比較

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次 第６次
全国総合開発計画 新全国総合開発計画 第三次 第四次 21世紀の国土の 国土形成計画

全国総合開発計画 全国総合開発計画 グランドデザイン
　（全総） 　（新全総） 　（三全総） 　（四全総） －地域の自立の促進と

美しい国土の創造－
閣議 昭和37年10月５日 昭和44年５月30日 昭和52年11月４日 昭和62年６月30日 平成10年３月31日 平成20年７月４日
決定 (1962年) (1969年) (1977年) (1987年) (1998年) (2008年)
策定
時の
内閣
1 高度成長経済への移
行

1 高度成長経済 1 安定成長経済 1 人口、諸機能の東京一
極集中

1 地球時代（地球環境
問題、大競争、アジア諸
国との交流）

1 本格的な人口減少社
会の到来、急速な高齢
化の進展

背景 2 過大都市問題、所得格
差の拡大

2 人口、産業の大都市集
中

2 人口、産業の地方分散
の兆し

2 産業構造の急速な変
化等により、地方圏での
雇用問題の深刻化

2 人口減少・高齢化時
代

2 グローバル化の進展
と東アジアの経済発展

3 所得倍増計画（太平洋
ベルト地帯構想）

3 情報化、国際化、技術
革新の進展

3 国土資源、エネルギー
等の有限性の顕在化

3 本格的国際化の進展 3 高度情報化時代 3 情報通信技術の発達

目標 平成22年から27年
年次 （2010年－2015年）
＜地域間の均衡ある発
展＞

＜豊かな環境の創造＞ ＜人間居住の総合的環
境の整備＞

＜多極分散型国土の構
築＞

＜多軸型国土構造形成
の基礎づくり＞

＜多様な広域ブロック
が自立的に発展する国
土構築＞

基本
目標

都市の過大化による生産
面・生活面の諸問題、地
域による生産性の格差に
ついて、国民経済的視点
からの総合的解決を図
る。

基本的課題を調和しつ
つ、高福祉社会を目指し
て人間のための豊かな環
境を創造する。

限られた国土資源を前提
として、地域特性を生か
しつつ、歴史的、伝統的
文化に根ざし、人間と自
然との調和のとれた安定
感のある健康で文化的な
人間居住の総合的環境
を計画的に整備する。

安全でうるおいのある国
土の上に、特色ある機能
を有する多くの極が成立
し、特定の地域への人口
や経済機能、行政機能等
諸機能の過度の集中が
なく地域間、国際間で相
互に補完、触発しあいな
がら交流している国土を
形成する。

多軸型国土構造の形成
を目指す「２１世紀の国
土のグランドデザイン」
実現の基礎を築く。

地域の選択と責任に基
づく地域づくりの重視

自立的で特徴の異なる
複数の広域ブロックから
なる国土構造を構築し、
将来にわたる国内外の
様々 な変化にも柔軟に
対応することが可能とな
る多様性を国土上に保
有することによって、我
が国の成熟期にふさわ
しい「国としての厚み」を
増していくことが、我が
国の将来像として好まし
い方向であると考えら
れる。

1 都市の過大化の防止と
地域格差の是正

1 長期にわたる人間と自
然との調和、自然の恒久
的保護、保存

1 居住環境の総合的整
備

1 定住と交流による地域
の活性化

1 自立の促進と誇りの
持てる地域の創造

1 東アジアとの円滑な
交流・連携

2 自然資源の有効利用 2 開発の基礎条件整備に
よる開発可能性の全国土
への拡大均衡化

2 国土の保全と利用 2 国際化と世界都市機能
の再編成

2 国土の安全と暮らし
の安心の確保

2 持続可能な地域の形
成

基本
的
課題

3 資本、労働、技術等の
諸資源の適切な地域配
分

3 地域特性を活かした開
発整備による国土利用の
再編効率化

3 経済社会の新しい変化
への対応

3 安全で質の高い国土環
境の整備

3 恵み豊かな自然の享
受と継承

3 災害に強いしなやか
な国土の形成

4 安全、快適、文化的環
境条件の整備保全

4 活力ある経済社会の
構築

4 美しい国土の管理と
継承

5 世界に開かれた国土
の形成

5 「新たな公」を基軸と
する地域づくり

＜拠点開発構想＞ ＜大規模プロジェクト構
想＞

＜定住構想＞ ＜交流ネットワーク構想
＞

＜参加と連携＞ ＜国と地方の協働＞

多極分散型国土を構築
するため、

－多様な主体の参加と
地域連携による国土づ
くり－

（４つの戦略）

特色ある地域の形成

開発
方式
等

①地域の特性を生かしつ
つ、創意と工夫により地
域整備を推進、
②基幹的交通、情報・通
信体系の整備を国自らあ
るいは国の先導的な指
針に基づき全国にわたっ
て推進、
③多様な交流の機会を
国、地方、民間諸団体の
連携により形成。

①多自然居住地域（小
都市、農山漁村、中山
間地域等）の創造
②大都市のリノベーショ
ン（大都市空間の修復、
更新、有効活用）
③地域連携軸（軸状に
連なる地域連携のまと
まり）の展開
④広域国際交流圏（世
界的な交流機能を有す
る圏域）の形成

①広域地方計画の策
定・推進
②広域ブロックの自立
的発展に向けた国の支
援
③地域戦略の展開のた
めの環境整備

昭和41年から60年 昭和51年から65年 昭和61年度から平成12
年度

投資 約130～170兆円 約370兆円 1,000兆円程度
規模 累積政府固定形成 累積政府固定資本形成 公、民による累積国土基

盤投資
（昭和40年価格） （昭和50年価格） （昭和55年価格）

－

投資総額を示さず、投
資の重点化、効率化の
方向を示す。

福田内閣

投資総額を示さず、国
土基盤投資の方向性を
示す。

目標達成のため工業の
分散を図ることが必要で
あり、東京等の既成大集
積と関連させつつ開発拠
点を配置し、交通通信施
設によりこれを有機的に
連絡させ相互に影響させ
ると同時に、周辺地域の
特性を生かしながら連鎖
反応的に開発をすすめ、
地域間の均衡ある発展を
実現する。

新幹線、高速道路等の
ネットワークを整備し、大
規模プロジェクトを推進す
ることにより、国土利用の
偏在を是正し、過密過
疎、地域格差を解消す
る。

大都市への人口と産業
の集中を抑制する一方、
地方を振興し、過密過疎
問題に対処しながら、全
国土の利用の均衡を図り
つつ人間居住の総合的
環境の形成を図る。

昭和45年 昭和60年 昭和52年からおおむね
10年間

名称

池田内閣 佐藤内閣

おおむね平成30年
（2018年）

おおむね平成12年（2000
年）

福田内閣 中曽根内閣 橋本内閣
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